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３）歳出の概要 

○款別歳出前年度比較 

 第 7 表は、平成 23 年度一般会計予算額を科目別（款別）に区分し前年度と比較した

ものです。 

第７表 一般会計予算歳出款別表 

 

平成 23 年度 平成 22 年度 
増減額 

(千円) 

増減率 

(％) 
当初予算額 

(千円) 

構成比 

(％) 

当初予算額 

(千円) 

構成比 

(％) 

議会費                            422,701 0.7 407,502 0.7 15,199 3.7 

総務費                            7,970,924 12.7 8,786,290 15.4 ▲815,366 ▲9.3 

民生費                            15,328,558 24.4 14,549,278 25.4 779,280 5.4 

衛生費                            10,595,412 16.9 8,031,657 14.0 2,563,755 31.9 

労働費                            87,705 0.1 92,679 0.2 ▲4,974 ▲5.4 

農林水産業費                         1,241,882 2.0 1,282,600 2.2 ▲40,718 ▲3.2 

商工費                            1,544,598 2.4 1,531,659 2.7 12,939 0.8 

土木費                            9,103,783 14.5 7,820,498 13.7 1,283,285 16.4 

消防費                            2,968,702 4.7 2,643,302 4.6 325,400 12.3 

教育費                            9,169,405 14.6 7,789,436 13.6 1,379,969 17.7 

災害復旧費                          2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0 

公債費                            4,264,129 6.8 4,133,762 7.2 130,367 3.2 

諸支出金                           201 0.0 29,337 0.1 ▲29,136 ▲99.3 

予備費                            100,000 0.2 100,000 0.2 0 0.0 

歳出合計 62,800,000  100.0   57,200,000  100.0   5,600,000 9.8 

 

〔各費目の主な増減〕 

総 務 費 国民体育大会開催事業、公津の杜複合施設整備事業の減などにより 8 億 2 千万

円、9.3％の減となりました。 

民 生 費 子ども手当・児童手当支給事業の増などにより 7 億 8 千万円、5.4％の増とな

りました。 

衛 生 費 新清掃工場整備事業の増などにより、25 億 6 千万円、31.9％の増となりました。 

土 木 費 ＪＲ・京成成田駅中央口地区整備事業の増などにより 12 億 8 千万円、16.4％

の増となりました。 

教 育 費 公津の杜小学校増築事業、久住小学校増築事業、公津の杜中学校建設事業の増

などにより 13 億 8 千万円、17.7％の増となりました。 
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○目的別・性質別経費内訳 

・目的別経費 

   歳出予算は、コミュニティの推進や空港周辺対策（総務費）、生活保護や障がい者

支援（民生費）、道路や公園の整備（土木費）、学校の建設（教育費）など行政目的ご

とに分類されています。この分類により、本市の予算がどの分野にどれだけ配分され

ているかがわかります。 

本市では、民生費、衛生費、教育費、土木費、総務費が比較的大きな比重を占めて

います。第 16 図は目的別経費の内訳です。 

 

   

【用語解説】 目的別分類の内訳 

目的別分類 説 明 

民生費 
生活保護、障がい者支援、各種福祉手当、児童ホーム・保育所の管理・運営

などのための経費。 

衛生費 
各種の健康診断、予防接種、環境対策、ごみ処理施設の管理などのための経

費。 

教育費 
小中学校・公民館・図書館・スポーツ施設・運動広場の建設・管理・運営、

生涯学習の推進、文化財の保護などのための経費。 

土木費 道路・橋・公園・河川の整備、都市計画・土地区画整理等のための経費。 

総務費 
市役所の管理・運営、徴税・戸籍関係事務、選挙、統計調査、国際交流・広

報・市民相談、コミュニティの推進、交通防犯などのための経費。 

公債費 市債の元金と利息を返済するための経費。 

消防費 防火・消火活動、救急・防災活動、消防車両の整備などのための経費。 

その他 

商工業の振興、観光活性化などのための商工費。農林水産業の振興、家畜の

防疫、農道整備などのための農林水産業費。議会の活動のための議会費。雇

用対策などのための労働費。 

 

民生費 

153.3億円 

24.4% 

衛生費 

106.0億円 

16.9% 

教育費 

91.7億円 

14.6% 

土木費 

91.0億円 

14.5% 

総務費 

79.7億円 

12.7% 

公債費 

42.6億円 

6.8% 

消防費 

29.7億円 

4.7% 

商工費 

15.5億円 

2.4% 

農林水産業費 

12.4億円 

2.0% 

その他 

6.1億円 

1.0% 

第16図 目的別経費内訳 

歳出総額 

628億円 
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・性質別経費 

歳出予算は、行政の目的別だけでなく、職員給与や議員報酬などの人件費、生活保護

や児童手当などの扶助費など、性質別に分類することもできます。また、この性質別の

分類では、支出が義務づけられている義務的経費（人件費、扶助費、公債費）、道路や

公園整備などの投資的経費（普通建設事業費など）、その他の経費（物件費、維持補修

費など）に区分することができます。この分類により財政構造がわかります。 

第 17 図は性質別経費の内訳です。 

 

 

 

区分 説   明 

義務的経費 
支出が義務づけられているため任意に節減できない経費で、人件費、扶助

費、公債費が該当します。 

投資的経費 

道路、橋りょう、公園の整備、学校建設等の支出の効果が資本形成に向け

られる経費で、普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費が該当

します。 

その他の経費 
義務的経費及び投資的経費以外の経費で、物件費、維持補修費、補助費等、

繰出金、積立金、投資及び出資金、貸付金等が該当します。 

 

義務的 

経費 

238.8億円 

38.0% 

投資的 

経費 

195.0億円 

31.0% 

その他 

の経費 

194.2億円 

31.0% 

人件費 

105.2億円 

16.7% 

扶助費 

91.0億円 

14.5% 

公債費 

42.6億円 

6.8% 

普通建設事業費 

（補助） 

115.9億円 

18.4% 

普通建設事業費 

（単独） 

79.1億円 

12.6% 

物件費 

103.1億円 

16.4% 

補助費等 

38.8億円 

6.2% 

繰出金 

32.5億円 

5.2% 

投資・出資金・貸付金 

11.0億円  1.8% 

維持補修費 

7.3億円  1.1% 
その他 

1.5億円  0.3% 

第17図 性質別経費内訳 

歳出総額 

628億円 
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 第８表は性質別経費の前年度比較です。 

義 務 的 経 費 扶助費が増加しているのは、子ども手当や生活保護扶助費の増などによる

ものです。 

投 資 的 経 費 新清掃工場整備事業、ＪＲ・京成成田駅中央口地区整備事業の増などによ

るものです。 

その他の経費 補助費等の減少は、ゆめ半島千葉国体成田市実行委員会負担金、香取広域

市町村圏事務組合負担金の減などによるものです。 

  

第８表  性質別経費前年度比較表 

区分 

平成 23 年度 平成 22 年度 
増減額 

(千円) 

増減率 

(％) 
当初予算額 

(千円) 

構成比 

(％) 

当初予算額 

(千円) 

構成比 

(％) 

義
務
的
経
費 

人件費 10,520,578 16.7 10,709,729 18.7 ▲189,151 ▲1.8 

扶助費 9,099,599 14.5 8,509,089 14.9 590,510 6.9 

公債費 4,264,129 6.8 4,133,762 7.2 130,367 3.2 

小計 23,884,306 38.0 23,352,580 40.8 531,726 2.3 

投資的経費 19,501,143 31.0 14,563,784 25.5 4,937,359 33.9 

そ
の
他
の
経
費 

物件費 10,308,752 16.4 10,031,944 17.5 276,808 2.8 

維持補修費 727,262 1.1 737,260 1.3 ▲9,998 ▲1.4 

補助費等 3,880,749 6.2 4,102,221 7.2 ▲221,472 ▲5.4 

繰出金 3,252,947 5.2 3,174,613 5.5 78,334 2.5 

投資･出資･貸付金 1,101,007 1.8 1,096,836 1.9 4,171 0.4 

その他 143,834 0.3 140,762 0.3 3,072 2.2 

小計 19,414,551 31.0 19,283,636 33.7 130,915 0.7 

合計 62,800,000 100.0 57,200,000 100.0 5,600,000 9.8 

 

【用語解説】 性質別分類の内訳 

性質別分類 説 明 

人件費 
職員の給与や共済費、議員の報酬や手当、各種委員会委員などの非常勤特別職

の職員の報酬などのための経費。 

扶助費 生活保護、高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉などのための経費。 

公債費 市債の元金や利息を返済するための経費。 

普通建設事業

費 

道路、橋、学校、公園などの整備やこれらの施設用地の取得など、資本形成の

ための経費。 

物件費 
旅費、消耗品や備品の購入費、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地や電算

機器の使用などのための経費。 
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繰出金 一般会計から国民健康保険や下水道事業などの特別会計へ繰出す経費。 

補助費等 
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料、講習会などの講

師謝礼などのための経費。 

その他 積立金など。 

 

○目的別経費推移 

 第 18 図は目的別経費の推移を示しています。 

 

 

○性質別経費推移 

 第 19 図は性質別経費の推移を示しています。 
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○歳出予算額の推移 

第９表 歳出予算額推移  空港開港前と最近 10 年間の当初予算額（歳出）の推移です。 

区      分 昭和 52 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

歳
出
（
目
的
別
） 

議会費 107,276 391,168 397,628 401,679 407,673 

総務費 1,371,492 6,572,010 6,232,409 6,363,669 6,552,138 

民生費 907,620 7,592,783 7,593,818 7,467,495 7,841,557 

衛生費 1,656,395 4,591,582 5,269,400 4,608,093 4,724,507 

労働費 0 45,468 39,650 39,032 38,811 

農林水産業費 282,439 1,220,249 1,174,872 1,128,136 980,776 

商工費 73,620 1,270,713 1,449,518 1,414,971 1,390,770 

土木費 2,750,674 8,455,650 7,363,697 7,774,851 7,355,787 

消防費 411,485 2,184,438 2,323,492 2,260,725 2,040,169 

教育費 1,987,699 6,653,495 5,867,034 7,420,702 8,572,722 

災害復旧費 1,370 2,000 2,000 2,000 2,000 

公債費 453,928 3,220,351 3,186,478 3,718,643 3,293,058 

諸支出金 1,000 93 4 4 32 

 予備費 20,000 100,000 100,000 100,000 100,000 

 
 目的別合計 10,024,998 42,300,000 41,000,000 42,700,000 43,300,000 

歳
出
（
性
質
別
） 

義
務
的
経
費 

人件費 1,840,926 9,423,522 9,262,594 9,149,377 9,073,630 

扶助費 519,042 3,013,463 3,597,628 3,775,272 4,064,361 

公債費 453,895 3,220,280 3,186,441 3,718,631 3,293,058 

小計 2,813,863 15,657,265 16,046,663 16,643,280 16,431,049 

 
投
資
的
経
費 

普通建設事業費（補助） 3,888,060 1,929,993 1,108,546 1,276,856 2,166,464 

普通建設事業費（単独） 1,859,338 9,773,245 9,814,882 10,986,360 10,507,360 

災害復旧事業費 1,370 2,000 2,000 2,000 2,000 

小計 5,748,768 11,705,238 10,925,428 12,265,216 12,675,824 

そ
の
他
の
経
費 

物件費 789,589 6,999,681 7,344,022 7,515,188 7,545,568 

維持補修費 94,161 507,820 544,688 545,650 594,301 

補助費等 184,476 2,090,352 1,883,845 1,924,788 1,945,384 

積立金 1,868 1,966,175 502,027 2,028 4,780 

投資及び出資金 1,420 111,698 157,833 164,112 418,331 

貸付金 14,600 800,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 

繰出金 356,253 2,361,771 2,495,494 2,539,738 2,584,763 

予備費 20,000 100,000 100,000 100,000 100,000 

小計 1,462,367 14,937,497 14,027,909 13,791,504 14,193,127 

性質別合計 

性質別合計 

10,024,998 42,300,000 41,000,000 42,700,000 43,300,000 
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（単位：千円） 

平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 区    分 

572,385 491,164 411,460 

 

417,573 407,502 422,701 議会費 

歳
出
（
目
的
別
） 

9,794,607 10,617,035 10,220,434 9,736,267 8,786,290 7,970,924 総務費 

10,485,242 10,616,037 12,575,016 12,437,531 14,549,278 15,328,558 民生費 

5,358,409 5,712,077 7,278,265 9,101,095 8,031,657 10,595,412 衛生費 

33,682 31,671 39,362 38,292 92,679 87,705 労働費 

1,425,307 1,432,555 1,472,868 1,436,425 1,282,600 1,241,882 農林水産業費 

1,429,141 1,444,460 1,498,132 1,583,752 1,531,659 1,544,598 商工費 

7,081,705 6,637,909 7,191,678 6,966,939 7,820,498 9,103,783 土木費 

2,689,503 2,760,754 2,799,979 2,568,018 2,643,302 2,968,702 消防費 

7,800,389 6,010,882 6,656,794 8,286,790 7,789,436 9,169,405 教育費 

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 災害復旧費 

4,027,599 4,242,953 4,253,177 4,224,517 4,133,762 4,264,129 公債費 

31 503 835 801 29,337 201 諸支出金 

100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 予備費 

50,800,000 50,100,000 54,500,000 56,900,000 57,200,000 62,800,000 目的別合計 

  11,237,257 

 

11,259,375 10,908,631 10,648,428 10,709,729 10,520,578 人件費 
義
務
的
経
費 

歳
出
（
性
質
別
） 

5,249,872 5,528,012 6,383,867 6,645,881 8,509,089 9,099,599 扶助費 

4,027,599 4,242,953 4,253,177 4,224,517 4,133,762 4,264,129 公債費 

20,514,728 21,030,340 21,545,675 21,518,826 23,352,580 23,884,306 小計 

3,968,023 3,707,792 7,570,987 7,465,910 6,673,164 11,592,648 
普通建設事業費 

（補助） 
投
資
的
経
費 

8,015,920 6,945,953 7,287,443 9,446,954 7,888,620 7,906,495 普通建設事業費 
（単独） 

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 災害復旧事業費 

11,985,943 10,655,745 14,860,430 16,914,864 14,563,784 19,501,143 小計 

8,735,181 9,311,880 9,516,991 9,626,824 10,031,944 10,308,752 物件費 

そ
の
他
の
経
費 

747,929 740,392 715,555 719,957 737,260 727,262 維持補修費 

2,737,995 2,643,698 3,326,571 3,625,982 4,102,221 3,880,749 補助費等 

505,424 21,106 40,449 46,800 40,762 43,834 積立金 

858,732 1,116,977 171,564 127,807 96,836 101,007 投資及び出資金 

1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 貸付金 

3,614,068 3,479,862 3,222,765 3,218,940 3,174,613 3,252,947 繰出金 

100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 予備費 

18,299,329 18,413,915 18,093,895 18,466,310 19,283,636 19,414,551 小計 

50,800,000 50,100,000 54,500,000 56,900,000 57,200,000 62,800,000 性質別合計 
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○１人当たりの予算額 

 平成 23 年度一般会計当初予算額は 628 億円です。平成 23 年 3 月 31 日現在の人口

126,235 人で予算額を割った「市民１人当たりに使われるお金」は 497,485 円となりま

す。 

 

 

 

 

民生費 121,429 円 

 

 

 

総務費 63,143 円 

 

 

 

衛生費 83,934 円 

 

 

 

土木費 72,118 円 

 

 

 

教育費 72,638 円 

 

 

 

公債費 33,779 円 

 

 

 

消防費 23,517 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工費 12,236 円 

 

 

 

農林水産業費 9,838 円 

その他  4,853 円 市民 1 人当たりに使われるお金 497,485 円 

 

javascript:window.close();
javascript:window.close();
javascript:window.close();
javascript:window.close();
javascript:window.close();
javascript:window.close();
javascript:window.close();
javascript:window.close();


 - 35 - 

第 3 節  特別会計の当初予算 

○予算規模の推移 

第 10 表 予算規模の推移                      （単位：千円） 

昭和52年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

国民健康保険（事業勘定） 975,646 5,316,955 5,133,469 5,533,307 6,249,732 6,579,981

うち一般会計繰入 10,000 793,147 585,667 598,153 639,236 718,952

下水道事業 572,127 3,222,424 2,689,257 2,648,081 2,620,350 2,386,269

うち一般会計繰入 133,828 1,418,518 862,469 888,681 867,328 871,513

公設地方卸売市場 157,550 405,561 392,426 369,506 357,603 255,635

うち一般会計繰入 51,637 211,160 202,364 192,421 186,101 93,779

老人保健 4,670,728 4,732,539 4,865,417 4,647,592 4,522,005

うち一般会計繰入 250,998 254,003 306,218 297,398 323,026

介護保険 2,580,397 2,135,360 2,403,338 2,683,224 2,745,072

うち一般会計繰入 371,637 305,671 346,252 403,750 420,038

学校給食センター 380,629

うち一般会計繰入 157,102

交通災害共済 12,833

うち一般会計繰入 3,686

水道事業 229,157 2,344,610 2,254,977 2,607,089 2,334,061 2,529,297

うち一般会計繰入

合　　計 2,327,942 18,540,675 17,338,028 18,426,738 18,892,562 19,018,259

うち一般会計繰入 356,253 3,045,460 2,210,174 2,331,725 2,393,813 2,427,308

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

国民健康保険（事業勘定） 8,962,897 10,090,265 10,350,405 10,766,978 10,896,427 11,362,708

うち一般会計繰入 1,127,672 1,127,994 1,163,054 1,255,139 1,293,284 1,390,388

国民健康保険（施設勘定） 128,771 133,026 152,626 142,486 149,911 177,721

うち一般会計繰入

下水道事業 2,316,233 2,152,308 2,176,593 2,195,083 2,090,095 2,079,265

うち一般会計繰入 929,580 723,938 705,220 633,236 515,493 457,093

公設地方卸売市場 245,353 246,373 272,113 243,047 217,351 232,491

うち一般会計繰入 91,144 92,269 133,896 104,084 79,449 93,845

老人保健 6,130,093 6,653,011 722,156 31,289 2,235

うち一般会計繰入 475,301 539,361 53,814 1,543 135

介護保険 3,722,315 3,857,964 3,956,534 4,144,680 4,320,999 4,740,600

うち一般会計繰入 551,206 565,149 574,727 607,261 632,592 696,188

農業集落排水事業 668,605 440,288 362,604 171,279 161,314 162,539

うち一般会計繰入 131,443 140,687 136,214 137,832 128,553 128,102

後期高齢者医療 753,271 658,083 849,020 730,419

うち一般会計繰入 115,045 146,761 158,991 147,987

簡易水道事業 1,415,634 749,236 590,998 322,222 366,952 362,533

うち一般会計繰入 215,643 216,450 245,754 238,642

水道事業 3,282,605 3,446,149 3,982,149 3,961,906 3,883,180 3,941,102

うち一般会計繰入 135,868 155,115 113,037 108,281

合　　計 26,872,506 27,768,620 23,319,449 22,637,053 22,937,484 23,789,378

うち一般会計繰入 3,306,346 3,189,398 3,233,481 3,257,421 3,167,288 3,260,526

※ 簡易水道事業及び水道事業は、収益的支出額と資本的支出額の合計額です。 

  老人保健特別会計については、平成 22 年度末で廃止となりました。 
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 特別会計とは、特定事業を行う場合に一般会計と区分して経理する必要のあるときに

設けることができる会計です。 

 特別会計の予算は、市の予算総額の約 30％を占めており、一般会計からの繰入総額

も平成 23 年度で約 32 億 6 千万円計上されています。 

 下水道事業及び公設地方卸売市場などは、その性格から施設整備の状況により予算額

が増減していますが、国民健康保険及び介護保険などは被保険者の疾病、要介護度など

に応じた保険給付の増大により増加傾向にあります。 

 第 20 図及び第 21 図は、予算規模及び会計別予算額の推移を示しています。 
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第20 図  予算規模推移 
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第21図  会計別予算額推移 
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